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職場における自己効力感に関する文献レビューと今後の課題（水野）

要旨：本研究は「職場における他者との関わりが自己効
力感にどのように作用するのか」に関する研究の現況を
調査し、今後の研究課題を示すためのものである。
自己効力感（Self-Efficacy）とは心理学者のBandura

が提唱した概念で、「人がある課題に直面した際、自分
にはそれが実行できる、という期待や達成する能力があ

るという認知」のことである。
我が国においては、働く人の仕事満足度が低いこと、
また若年者の早期離職率が高いという問題が叫ばれて
久しい。人材マネジメント分野においては、離職に対す
る願望や仕事への満足は自己効力感により調整される
と言われており、組織的な自己効力感のマネジメントが
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Abstract

Japan is facing issues of low job satisfaction and a high turnover rate among young workers. The desire to resign 
is said to be moderate by seif-efficacy. In order to find out its ability to moderate, this study conducted a literature 
review of mainly Japanese sources regarding the question as to “from whom, what kind of, and what amount of 
support” will affect self-efficacy in the workplace.
For this purpose, I reviewed studies, including some foreign works of literature, that reported how high or low 
self-efficacy affects work performance, cases in which support in the workplace affected self-efficacy, and the effects 
of support from others. 
Self-efficacy is a concept advocated by psychologist Bandura（1977b）and is defined as “one’s expectation that one 
can succeed or one’s recognition that one has the ability to accomplish a task that one faces.” In human resources 
management, the desire to resign and job satisfaction are both said to be moderated by self-efficacy（Takeuchi 2016; 
Tsukada 2017, etc.）. The keywords I identified to search for articles in this review are “Workplace/Self-efficacy,” 
“Self-efficacy/Performance,”“Social support/Self-efficacy,” “Support from others/Self-efficacy,” “Support in the 
workplace/Performance,” and “Support Network/Performance.” I mainly searched for cases in which support from 
others in the workplace affected self-efficacy and job performance.
The result revealed that no research has been conducted on the question as to “from whom, what kind of, and 

what amount of support” will affect self-efficacy in the workplace within companies in Japan.
I have indicated future challenges for research related to support from others and self-efficacy in the workplace.
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必要であると言われている。自己効力感理論において
は、「他者との関わり」が前提とされており、他者との
関わり、とりわけサポートを受けうる環境にいると、自
己効力感が高まることが考えられる。しかし職場におけ
るその機序については、十分に明らかにされていない。
本研究ではまず、自己効力感が与える職場での効果に
ついて先行研究を概観し、自己効力感の組織的なマネジ
メントが必要であることを確認した。また、職場におい
ては自己効力感が高いことによる、スキル獲得の可能
性、モティベーションの高まり、離職願望の抑制が、教
育機関においては学習の進め方との関連などの効果が
あることが分かった。
続いて、他者からの支援が自己効力感にどのように作
用するのかについて先行研究のレビューを行い、分析し
た。「職場 /自己効力感」「自己効力感 /業績」「ソーシャ
ル・サポート /自己効力感」「他者からの支援 /自己効
力感」「職場での支援 /業績」「サポート・ネットワー
ク /業績」という検索ワードを設定し、職場及び教育現
場における他者からの支援が自己効力感に作用した事
例を中心に検索・文献調査を行った。
その結果、組織的マネジメントの必要性が言われなが
らも、職場においては他者との関わりと自己効力感との
関連を調査した事例が少ない一方、教育現場においては
数多くの報告がされていることが分かった。また、教育
現場においては、大学生が受けたソーシャル・サポート
と自己効力感の関係、誰からのサポートが自己効力感に
影響したのかに関する報告事例を確認することができ
たが、日本国内においては、職場における「誰の・どの
ような支援」が自己効力感に影響を及ぼすのかについて
分析した文献は見当たらなかった。
教育現場においては「看護実習」、「進路選択」などの
場面において、他者からのサポートが自己効力感を高め
ることが確認されている。これらの場面は、「個人のキャ
リア・ディベロップメント」に関わる場面であるため、
被験者は「誰の・どのような支援」かを喚起しやすいこ
とが推測される。そのため、職場においても同じような
機序が働くかどうか、また「支援を受けた側のキャリア・
ディべロップメント」に関わる以外の場面において、違
いがあるのかどうかについて、改めて分析・検討を行う
必要がある事が分かった。
以上の調査結果から、職場における他者からの支援と
自己効力感に関連した研究に対する今後の課題を示し

た。

1. 背景と本稿の目的

本稿の目的は、「職場における他者との関わりが自己
効力感にどのように作用するのか」に関する研究の現況
を文献レビューを通じて調査を行い、当該研究において
進んでいない項目を明らかにし、今後の研究課題を示す
ことにある。
その背景にある問題意識として、日本企業における新
規学卒者の離職率の高さや日本人の仕事満足度の低さ
が挙げられる。
例えば、2018 年 10 月 30 日に厚労省により発表され
た「新規学卒者の離職状況（平成 27 年 3 月卒業者の状
況）」によると、新規大卒就職者の内、3年以内の離職
率は 31.8%と依然として高い水準となっている。離職の
理由としては、労働時間や職場環境、待遇などの外的要
因に加え、個人の心理状態などの内的な要因、またそれ
らがかけ合わさって生ずる入社後のミスマッチやリア
リティショックなど、さまざまな要因が挙げられてい
る。早期に離職をすることが、個人にとって必ずしも悪
影響があるとは言い切れない。加えて、早期に離職する
者が、必ずしも組織に不満を抱いているとは限らない
が、早期に退出される組織側から見た場合には、若年者
の早期離職は人的資源の損失であるといえよう。
また、日本人の仕事満足度は、他国と比較して低いと
されている。NHK生活放送文化研究所が 1993 年より
参 加 し て い る、 国 際 比 較 調 査 グ ル ー プ ISSP
（International Social Survey Programme）の 2005 年の
調査では、日本で働く人たちの仕事の満足度は、世界
32 カ国中、28 位（満足度 71%）という低さであり、
2005 年以降の同調査では世界各国との比較は明記され
ていないが、日本人の仕事満足度は 60% に低下してい
ることから世界的に見ても低いレベルで推移している
ことが推測できる。
ではどのようにすれば、仕事満足度は高まるのであろ
うか。これまでに、人が、自らが従事する仕事に満足す
る要因は多々説明されてきているが、上記に挙げた離職
願望や職場への満足度は、内的な心理要因の一つであ
る、個人の自己効力感により調整されると考えられてい
る（砂留 2013; 中島 2015; 竹内 2016 など）。また、それ
は若年者の場合でも同様に考えられ、自己効力感は重要



－ 87 －

職場における自己効力感に関する文献レビューと今後の課題（水野）

な先行的な心理要因として考えられており、組織的なマ
ネジメントが必要であると言われている（例えば砂留 
2013; 尾形 2016; 竹内 2016 など）。
職場での自己効力感はどのようにすれば高められる
のであろうか。またそれは、外部からの働きかけが可能
なのであろうか。自己効力感には、「他者との関わり」
が前提であると（Bandura 1977a）と言われている。こ
のため職場での「他者との関わり」が自己効力感にどの
ように影響しているのかを確認することによって、自己
効力感を高め、ひいては職場の満足感や離職率へ好まし
い影響を与える方策が示唆され得るのではないだろう
か。
こうした問題意識に基づき、当初の目的を目指して論
述を行っていく。本稿の構成は、第 2章において、自己
効力感の用語解説と職場における自己効力感の効果を
検証した事例について概説を行う。自己効力感の組織的
マネジメントが必要であるならば、その効果を確認する
必要があると考えたためである。第3章ではソーシャル・
サポートを中心とした他者との関わりと自己効力感に
関する研究を概観するとともに、職場におけるソーシャ
ルサポートの効果に関してもレビューを行う。「他者と
の関わり」が自己効力感に作用するという研究の現況を
確認するためである。
第 4章では、大学を中心とした教育機関における調査
研究のレビューを行う。本稿の関心事は、一般企業を中
心とした組織に属する従業員に焦点をあてているが、初
職に就く前の段階である大学における教育的なパ
フォーマンスへの影響は、職場での学習や成長を検討す
る上でおおいに参考になると考えたためである。最後に
第 5章では、それらの結果を踏まえ、今後の研究課題の
提示を行う。

2. 自己効力感と職場における効果

2.1. 自己効力感について
自己効力感（Self-Efficacy）とは、「人がある課題に直
面した際、自分にはそれが実行できる、という期待や達
成する能力があるという認知（1977b）」のことを指す。
Bandura（1997）は、自己効力感が変化する情報源を
以下の 4つに整理している。第 1に遂行行動の達成であ
る。振る舞いを実際に行い、成功体験をもつことである。
ある行動を行って成功感を感じた後では、同じ行動に対

する遂行可能性は上昇し、「またできるだろう」という
見通しが生じる。第 2に代理的体験である。他人の行動
を観察することである。他人が行っている様子を観察す
ることにより、「あのようにすれば自分もできそうだ」
と感じることや、逆に他者が失敗している場面を見るこ
とによって、自信が弱まっていく経験をする。モデルの
遂行の観察を通した代理体験は、自己効力感の変動に大
きく影響する。第 3に言語的説得である。自己教示や他
者からの説得的な暗示のことである。
また、自分が行おうとしている課題に対する努力や結
果が、他者、特に専門性に優れているか、信頼できる人
によって評価された場合、自己効力感は強化される。第
4に生理的・情動的喚起である。生理的な反応の変化を
体験することである。心身の状態を正しく把握すること
は、自己効力感の源となる。
自己効力感には、課題特異的自己効力感（task-specific 
self-efficacy）と一般性自己効力感（generalized self-
efficacy）の二つの水準があるとされる（Bandura 
1977b, 坂野・東條 1986）。課題特異的自己効力感は特定
の課題や場面に特異的に行動に影響を及ぼす自己効力
感と定義され（Bandura 1977）、主として臨床心理学分
野において活用されてきた。対して、一般性自己効力感
は、具体的な個々の課題や状況に関わらず、より長期的
に、より一般化した日常場面における行動に影響する自
己効力感である。後者の視点に立つと、自己効力感をあ
る種の人格特性的な認知傾向とみなすことが可能とな
り、成田他（1995）はそれを特性的自己効力感と名付け
ている。
一般性自己効力感を測定する尺度の代表的なものと
して、坂野・東條（1989）や坂野（1989）の「一般性自
己効力感測定尺度（以下 GSES）」が挙げられる。この
尺度は「行動の積極性」「失敗に対する不安」「能力の社
会的位置づけ」の 3つの下位尺度から構成されており、
個人の経験は、これら 3つの因子構造に影響を与えると
される。GSES は 16 項目の質問に対して、「はい」「い
いえ」の 2件法で回答を行い、得点範囲は 0-16 点の間
で求め、得点を 5段階評定値に換算する。5段階評定値
の区分を、1：非常に低い、2：低い傾向にある、3：普通、
4：高い傾向にある、5: 非常に高い、の 5段階で評価を
行うことで、自己効力感が測定できるものとなってい
る。
一般性（特性的）自己効力感は、特定の状況だけでな
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く、未体験の新しい状況においても適応できるという期
待に影響を与えること（成田ほか , 1995）、GSES は自己
効力感の研究において最も多く活用されていることか
ら、本研究では一部を除いて一般性（特性的）自己効力
感を主な研究対象とする。

2.2. 職場における自己効力感の効果
自己効力感と個人の業績、職務満足、動機づけやその
他の効果に関連する研究は、職場においても数多くなさ
れている。Blau（1988）は「自己効力感が高いとテクノ
ロジーの進化、スキルを獲得すること、チームへの貢献
などの職場の変化にも対応できる」と述べており、個人
のスキルアップや職場への貢献意識に作用することを
報告している。また、自己効力感がモティベーションや
業績に作用することを報告した事例では、Staikovic and 
Luthas（1998）、Cherian and Jacob（2013）などがある。
前者では、自己効力感と職務パフォーマンスに関する文
献 114 件のメタ分析を行い、自己効力感とパフォーマン
スには正の相関があることを見出している。後者の研究
では、従業員の自己効力感が、モティベーションや業績
に影響していることを調査した研究報告 14 件を対象に
メタ分析を行い、その結果から、自己効力感の理論は組
織目標の追求と同じぐらいに従業員を動機づけるとい
う点で業績と関係していることをあきらかにし、従業員
を動機づけ、業績を改善させるためには、自己効力感を
向上させることが関連していると結論づけている。
また、Lunnenburg（2011）は自己効力感と業績に関
する文献のレビューを行い、自己効力感が人材の選別や
昇進、意思決定、訓練による開発、目標設定とパフォー
マンスなどに有意に影響があることを結論づけている。
自己効力感と個人の特性が仕事に与える影響を調査
したものも見られる。例えば、Judge and Bono（2001）は、
自尊心、自己効力感、制御の特性、感情安定性（低神経
症）という 4つの特性と、従業員の仕事満足度と仕事の
パフォーマンスの関係を調査した。彼らは、4つの特性
の内、ある 1つの特性と仕事の満足度を報告した研究
135 件、仕事の成果を報告した研究 81 件を対象にメタ
分析を行い、一般性自己効力感が仕事の満足度とパ
フォーマンスの両方の重要な予測因子であることを示
している。
自己効力感の高低が、離職願望に直接的に影響を与え
ることをあきらかにした調査も看護分野を中心に存在

する。池田他（2011）は看護師の QOL（Quality of 
Life）と自己効力感が離職願望におよぼす影響に関する
調査を行っている。結果は高い自己効力感はQOLの向
上につながり、離職願望が低下する傾向があった。この
ことから、組織は看護師の自己効力感向上に取り組み、
長期的な視点で就業経験を蓄積できる、職場環境の充実
の必要性があることを提言している。
このように高い自己効力感が職場での個人のパ
フォーマンスにもたらす効果は多岐にわたり、その効果
は、組織運営にとっておおむね有益なものであると考え
られる。例えば、尾形（2016）は若年者のプロアクティ
ブ行動と自己効力感の関係について調査をしている。プ
ロアクティブ行動とはGrant and Ashford（2008）によ
ると、「個人が自分自身や環境に影響を及ぼすような先
見的な行動であり、未来志向で変革志向の行動」と定義
され、その種類としては「キャリア戦略とイノベーショ
ン」「社会的ネットワーク構築」「組織社会化行動」「問
題解決行動」「学習と自己開発活動」の 5つが挙げられる。
尾形（2016）は、百貨店A社の入社 1 ～ 7 年目の従
業員 165 名を対象に、質問紙調査を行っている。その調
査では、プロアクティブ行動の先行要因として、個人特
性を挙げ、その 1つとして、自己効力感が職場における
ネットワークの構築と活用と有意な正の影響を及ぼし
ていることを報告している。
また、砂留（2013）は企業内専門職と人的資源管理施
策と職務アウトカムとの関係への自己効力感の影響に
ついてレビューを行い、自己効力感が人的管理施策と職
務アウトカムとの関係を調整する可能性を指摘してい
る。さらに、竹内（2016）では、看護師の自己効力感と
「やめたい気持ち」の相関を見出している。その上で、
新卒看護師の期間に、いかに自己効力感を維持、または
向上させることの重要性、つまり自己効力感をマネジメ
ントすることを組織的な課題として挙げている。
これらの事例の意味するところは、従業員の自己効力
感の高低が、組織に対して影響をおよぼすものであるこ
とを示していることである。
自己効力感は、個人のパフォーマンスに影響があると
考えられるため（Latham 2009）、職場でのその向上の
ためには組織的なマネジメントの必要となる（例えば砂
留 2013; 尾形 2016; 竹内 2016 など）。上司を含めた従業
員同士が相互にサポートを受け取る環境を形成したり、
社内での人材交流の場を設けることで、従業員がロール
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モデルを見出したり、自らの仕事に対してフィードバッ
クを受ける機会が多くなることが考えられるため、「職
場における従業員間の関わり」に着目することは重要で
ある。
また、自己効力感理論の基となった社会的学習理論で
は、他者の成功体験を観察する「観察学習」の重要性が
強調されている（Bandura 1977a）。そのため自己効力
感理論でも「他者との関わり」が前提とされているので、
他者との関わり、とりわけ職場において、サポートを受
けうる環境にいると、自己効力感が高まることが考えら
れる。
他者との関わりに着目し、個人の自己効力感を高める
ことは、仕事満足度の向上を中心とした「働きがい」を
もたらすだけでなく、個人の業績を高めるうえでも重要
であると言えよう。
次章以降では、ソーシャル・サポートを中心とした「他
者との関わり」が自己効力感にどのように影響を与える
のかについて、職場、大学を中心とした教育機関を対象
にした文献調査を行う。とりわけ「誰の、どのような支
援と量」が自己効力感に作用するのかについて調査を行
うことで、職場における「他者との関わり」と自己効力
感との関連を見出すことを試みる。

3. 職場におけるソーシャルサポートと自己効
力感

3.1. 職場におけるサポート・ネットワークへの着目
本節では職場におけるソーシャル・サポートを受けう
るネットワークについて概観する。サポートを受けうる
環境にいると、自己効力感の向上要因である「代理体
験」、「言語的説得」を得ることにつながり、「他者から
学ぶ」機会が増えると考えられるためである。自己効力
感の提唱者である、Bandura（1997）も、言語的説得に
よる影響は、それ単独で自己効力を形成するよりは、個
人的達成や代理学習による影響を補足する作用につい
て述べている。また、活用できるソーシャル・サポート
を多く認識している個人ほど、自己効力感が高められる
ことも報告されている（Major, Cozzarelli, Sciacchitano 
et al 1990）。
ソーシャル・サポートとは定まった定義があるわけで
はないが、久田（1987）は「ある人を取り巻く重要な他
者（家族、友人、同僚、専門家など）から得られるさま

ざまな形の援助」と定義しており、ある特定の個人を取
り巻く環境および他者から、何らかの形で支援を受ける
ことを指している。これは職場においては、例えば人事
評価の面接時に、上司が部下の仕事の悩みをきいてアド
バイスを行うことや、同僚が仕事における課題の解消を
なし得る行動に関するアドバイスを行うことを指す。
久田（1987）はソーシャル・サポートの概念化と測定
方法について以下の 4点を提示している。
第 1に社会統合的アプローチである。個人がその人の
所属する社会に組み込まれている程度によってソー
シャル・サポートを捉えようとする考え方である。客観
的指標によってサポートの量を査定しようとする考え
方で、「社会的結びつきのあることが即サポートが得ら
れるわけではない」と言う前提があり、結びつきの質ま
で捉えなければならないという批判がある。第 2に知覚
的アプローチである。個人の知覚的評価による社会的結
びつきの質（信頼性、親密性、満足度、入手可能性など）
を問題にする。第 3に社会的ネットワーク分析である。
個人が網目状に張り巡らしている人間関係の構造を査
定し、対処行動や適応に必要な社会資源を放出しやすい
構造的特徴とは何かを明らかにしようとするもので、
「ネットワークの規模」「ネットワークの密度」といった
指標を用いてネットワークの構造を記述しようとする
試みである。第 4に行動記述的アプローチである。重要
な他者が実際に “行った ” 援助的行動を記述することに
よって、サポートを捉えようとするところに特徴があ
る。
久田（1987）は、ソーシャル・サポートを福祉や公衆
衛生学の立場から提示しているが、職場のソーシャル・
サポートを、人的資源管理の視点で捉えた研究には小野
（2011）がある。小野（2011）によれば、ソーシャル・
サポートの研究は、1）サポートの提供者とそのネット
ワーク、2）そのサポートの内容、3）それらのサポート
の効果、の 3つの領域に分けることができると述べてお
り、これらは前述した久田（1987）が提示した第 3、第
4 のアプローチと重なっており、「サポートを受けうる
ネットワークの特徴」と「具体的にどのようなサポート
を受けたのか」について、あきらかにする必要がある。
小野（2011）は 1）のサポートの提供者とそのネット
ワークについては、「ソーシャル・サポートをみていく
上では、助けてくれるひと、すなわち、サポーターがど
れだけいるかということ、誰がサポーターであるかは、
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受けられる支援の質（負の支援もある）や量を規定する
ので重要」と述べている（p201）。そのサポートの内容
に関して、これまで職場におけるソーシャル・サポート
およびサポートネットワークの研究においては、受ける
サポートの種類について「情緒的（感情的）サポート」
と「道具的サポート」の 2種類が多く用いられている（例
えば石田 2012; 厨子 2010 など）。前者の情緒的サポート
とは、行為者の情緒安定性の維持に寄与しうる、心理面
を中心としたサポートであり、愛情や愛着、気晴らしな
ど「相談と共感」に分類される。後者の道具的サポート
は、特定の問題解決、または要望達成のための実践的サ
ポートを指し、「深刻なもの（サポート労力の大きいも
の）」、「日常のもの（サポート労力の少ないもの）」、「情
報やアドバイス」に分類されるとしている。
このような職場でのソーシャル・サポートが、誰に
よって、どのようにもたらされているのか。このことを
確認するために、これまでの研究で明らかになっている
ことを次節で述べておきたい。

3.2. 職場におけるソーシャルサポートとその効果
今節では、ソーシャル・サポートを中心とした、職場
における他者からの支援がもたらす効果について概観
する。ただし、日本において、職場におけるソーシャル・
サポートが、サポートを受けた個人の自己効力感に作用
する研究は皆無と言ってよい。国立情報学研究所が運営
する学術情報データベースCiNii Articlesでの「ソーシャ
ル・サポート /自己効力感」をキーワードにした検索結
果では（検索日 2020 年 5 月 20 日）、79 件を抽出したが、
一般企業の職場を対象とした、ソーシャルサポートと自
己効力感との直接的な関係を報告した事例は見つけら
れなかった。このため、日本の職場におけるソーシャル・
サポートが自己効力感に与える影響は、未だ十分に進ん
でいるとは言えない。しかし、自己効力感には、物事の
原因と結果の間に介在する「調整効果」があることが多
くの研究から分かっている（Latham 2009 など）こと
から、ソーシャル・サポート（原因）と、その効果とし
ての職務パフォーマンス（結果）との間に自己効力感が
介在して調整する可能性を検討するために、職場におけ
るソーシャル・サポートが職務パフォーマンスに影響を
与えることを検証した事例をレビューする。
ソーシャル・サポートの効果については、幅広い領域
で報告がなされている。例えば、ソーシャル・サポート

が、組織市民行動、組織コミットメントおよび職務満足
にどのように作用するかなどの研究である（平岡他 
2005; 厨子 2010; 井川 2010; 四方 2015 など）。
組織市民行動とはOrgan（1988）が提唱した概念で、

「1. 任意の行動であり、2. 公式の報酬システムによって、
直接もしくは明確に承認されているものではなく、3. 集
合的に組織の効率を促進するものである（pp4-5）」と定
義される概念であり、「利他主義」「誠実性」「礼儀」「ス
ポーツマンシップ」「市民としての美徳」の 5次元があ
るとされる（Organ 1988）。その先行要因の一つとして、
組織コミットメントがある。組織コミットメントは一般
には、「組織と従業員の関係を特徴づけ、組織における
メンバーシップの継続あるいは中止の決定に関する心
理状態（Meyer and Allen, 1990）」と定義され、元々は
離職や転職を予測する変数として取り上げられてきた
（鈴木 2010）。鈴木（2010）は、「情緒的コミットメント
が強い個人は、組織の目標や価値観と自分の価値観が近
い人、あるいは組織の目標や価値観を自己に内面化して
いる人である。経営トップの考え方が深く浸透していた
り、会社の理念や進む方向に対して強く共感していたり
する人ということもできる。」（pp195-196）とも述べて
おり、組織運営にあたっては重要な要素の 1つと考えら
れる。
また職務満足とは、林（2000）によれば、「組織メンバー

が自己の職務および職務環境に対して抱く満足感のこ
とである」と定義されている。職務満足は、短期の心理
レベルの変化（影響）を捉えることが可能だと考えられ
る変数であり、個人の仕事の経験の評価によりもたらさ
れる、喜ばしい、もしくは肯定的な感情で、人間の短期
的な心的エネルギーを意味する概念であるといわれる。
平岡他（2015）では、薬剤師 38 名を対象に職務満足・
組織コミットメント、ソーシャル・サポートが相互に作
用する様を調査している。ソーシャル・サポートと職務
満足の関係は、有意に正の相関が見られ、職務満足と組
織コミットメントの関係も正の相関が見られた、と報告
している。また、厨子（2010）は、ナレッジワーカー（看
護師と介護士を対象としている）が得ている「ソーシャ
ル・サポート」を独立変数にして、職務満足、コミット
メント、組織市民行動、離職への影響を分析している。
その研究では、ソーシャルサポートと職務満足の関係に
おいて、看護師、介護士ともに、成長的サポートは全体
職務満足（職場や仕事そのものに対する満足感）に対し
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て有意な影響を与えていた。また、ソーシャル・サポー
トと組織コミットメントの関係においては、看護師、介
護士の両方において、有意な関係が確認されたと結んで
いる。
職場におけるソーシャル・サポートのその他の効果と
して、対象者のストレスの軽減や精神健康度への影響を
報告した研究（例えば久保 1999; 榊他 2016 など）、職場
における「相談・情報交換」のネットワークが従業員の、
仕事意識へと影響することを調査したもの（安田・石田 
2000）もある。後者の研究では、「先端情報通信企業従
業員の仕事とネットワークに関する調査（1998）」のデー
タを用いて、企業従業員が、職場で保持する相談ネット
ワークと情報交換ネットワークを抽出し、両ネットワー
クがそれぞれ従業員の仕事意識に影響を与えることを
報告している。この研究は直接的にソーシャル・サポー
トに言及はしていないが、職場における「相談・情報交
換」が仕事意識に影響していることから、それらもソー
シャル・サポートの効果として捉えることができるだろ
う。このように職場におけるソーシャル・サポートは、
従業員の組織コミットメントや組織市民行動の向上な
どポジティブな項目に対する効果、ストレスやバーンア
ウトなどネガティブな要素の軽減、従業員の仕事への意
識に影響することなど、多様な効果をもたらすことが明
らかになっている。
また、「どのような他者から、どのような支援」が個
人の能力向上につながるのかについて調査したもので
は中原（2010）がある。この研究では、富士ゼロックス
総合教育研究所との共同研究において、28 歳～ 35 歳の
正社員で、半年以内に異動を経験していないビジネス
パーソンを対象に「職場における中堅社員が、どのよう
な他者から支援を受けて、成長実感を持っているのか」
を明らかにするための調査を行っている。その結果、「業
務支援」「内省支援」「精神支援」の 3つの因子を抽出し、
「誰からのどのような支援が、何の役に立っているのか」
について考察している。中原（2010）によると、「業務
支援」とは、業務に関する助言・指導を指し、通常は上
位者・先輩が担うものとして握握されているものに近
い。「内省支援」とは、客観的な意見を与えたり、振り
返りをさせたりすることである。また「精神支援」とは、
折りに触れ、精神的な安らぎを与えたりすることをいう
とされる。この研究では、上司、上位者、先輩、同僚、
同期から得られる 3種類の支援が個人の能力の向上に寄

与している事例が報告されている。向上した能力の項目
は対象者個人が認知する「業務能力の向上」、「他部門理
解向上」、「視野拡大」「自己理解促進」「タフネス向上」
の 6次元を仮定し、「能力向上」という尺度を作成して
いる（中原2010）。これらの支援の分類は従来のソーシャ
ル・サポートの分類に類似しながらも、より簡潔で、実
務の現場に即していると考えられる。この研究では自己
効力感への影響については言及されていないが、「誰か
らの、どのような支援」が、どのような効果をもたらす
のかについて報告をしていることから、本稿の関心事に
近い研究の枠組が用いられている。
本節では職場におけるソーシャル・サポートの直接効
果について概観してきた。先行研究を整理すると、ソー
シャル・サポートを受けることにより、組織コミットメ
ントや職務満足を高めることができる。それらの効果の
間に、自己効力感が介在する可能性が考えられる。なぜ
ならば、他者からの支援が自己効力感に作用し、その結
果行動が変容し、種々の効果が表れるという、自己効力
感の調整効果が想定されうるからである。しかしなが
ら、ソーシャル・サポートとその効果の間に自己効力感
が介在していることを調査した研究は見当たらない。
そこで次節では、ソーシャル・サポートを中心とした
他者からの支援が自己効力感に作用した事例を調査し、
今後の研究課題の導出を試みる。

3.3. 職場における他者からの支援と自己効力感
CiNii Articles で「支援 /自己効力感」をキーワード
に検索を行った（検索日2020年 5月20日）。ソーシャル・
サポートに限らず、「支援」で検索を行ったのは、幅広
く文献を検索することで、株式会社を中心とした一般企
業の事例を抽出できると考えたためである。その結果、
568 件の文献が抽出された。しかし、その大半が、カウ
ンセリングや教育現場、更生保護施設、医療や福祉の現
場からの報告であり、一般企業を対象とした調査文献は
少なく、数件にも満たない。また、「職場 /自己効力感」
をキーワードにした場合、56 件の文献が抽出されるが、
ほとんどが看護、医療現場における職員の自己効力感、
あるいは教員の自己効力感と離職との関係について言
及しているものであり、国内の研究においては、「株式
会社を中心とした民間企業の職場における他者からの
支援と自己効力感の関係」に関する研究は豊富とは言え
ないことが分かった。



－ 92 －

政策科学 28 － 2，Feb. 2021

しかしながら、職場における関連性を研究した事例も
わずかに存在していた。例えば、Shimizu et al（2003）
は九州の中堅製造業の従業員 426名を対象に従業員の精
神健康度と自己効力感、上司とのコミュニケーション、
自己管理スキルの関係について調査している。この報告
では自己効力感がどのように作用するのかについては、
直接的には明らかにしていないが、周囲の環境、支援、
コミュニケーションが従業員の自己効力感に作用し、精
神健康度にも影響を与えることが推測される 1。また高
田（2009）は近畿圏内にある 4社（医療法人、運輸業、
製造・販売業、自動車関係業）に属する 888 名に対し、
一般性自己効力感尺度とワークエンゲージメント（以下
WE）を用いて職場環境資源と自己効力感、WE及びス
トレス反応の関連を調査した。なお、WEとは、「仕事
に関するポジティブで充実した心理状態であり、活力、
熱意、没頭によって特徴づけられる。WEは、特定の出
来事、個人、行動などに向けられた一時的な状態ではな
く、仕事に向けられた持続的かつ全体的な感情と認知で
ある」（Schaufeli et al 2002）のことを指す。結果は、
職場環境高群と、「代理的体験」「言語的説得」「成功に
対する自信」「行動の積極性」「能力の社会的位置づけ」
が有意に相関が見られ、多くの成功体験、代理的経験、
言語的説得を経験する為には、職場環境資源が豊かであ
ることが先行要因となり、自己効力感やWEを高め、
ストレス反応を低減させることを示唆している。これら
の研究結果から、他者からの支援が自己効力感に作用
し、WEや精神的健康度に影響を与えるという自己効力
感の調整効果があることが推測される。
ここまでは国内における研究結果を調査してきたが、
国内の事例は豊富とは言えなかったこと、調査年が
2010 年以前のものであったため、過去 5年以内を目安
に調査事例を探索するために海外の研究にも検索範囲
を広げることとする。
近年の海外の研究では、Lin et al（2018）がある。こ
の研究では 747 名の初期キャリア登録看護師を対象に、
ソーシャル・サポート、自己効力感とレジリエンスの関
連を調査している。レジリエンスとは、「逆境に耐え、
試練を克服し、感情的・認知的・社会的に健康な精神活
動を維持するのに不可欠な心理特性（森他 2002）」を指
す。結果は、看護師の同僚及び職場外の友人によるサ
ポートが、自己効力感に正の直接効果をもたらし、自己
効力感がレジリエンスに対し間接的に作用する、という

ものであった。
一般企業を対象にした研究では、Khahan Na-Nan, et 
al（2019）が挙げられる。この調査では、タイ中部の中
堅中小企業で働く 344 人の従業員を対象に、認知された
環境サポートと知識の共有を通じて、自己効力感が、従
業員の仕事のパフォーマンスに直接的および間接的に、
どのように作用するかを調査している。結果は、「自己
効力感は従業員の仕事のパフォーマンスに影響する。認
識された環境サポートと知識共有は自己効力感とパ
フォーマンスの間の媒介効果としての役割が見られた」
というものであった。
なお、Khahan Na-Nan et al.（2019）では、タイ国内
のホテルおよび中小企業の従業員 374 名を対象に、中小
企業における従業員の PWS（Perceived Work Support）
調査のためのアセスメントの開発と検証を行い、「POS
（perceived Organization support）：知覚された組織の
サポート」、「PSS（Perceived Supervisor support）：知
覚された上司からのサポート」、「PCS（Perceived 
Co-worker support）：知覚された同僚からのサポート」、
「PSRS（Perceived Sufficient resource support）：知覚
された十分な資源から得られるサポート」などの 4つの
要因を抽出している。今後は PWSを用いた、職場にお
けるサポートの差異がどのように自己効力感に作用す
るのか、検証作業が期待される。
このように、国内外においても一般企業での職場にお
ける調査事例は豊富であるとは言えない。Lin et al
（2018）のように看護師の初期キャリアを対象にしたも
のは現存するものの、一般企業を対象にした調査は殆ど
見られない。前述した高田（2009）においても、職場環
境資源が一般性自己効力感尺度の因子である「行動の積
極性」「失敗への不安」「能力の社会的位置づけ」の全て
に作用すると報告されているが、職場環境資源の具体的
内容には触れられていない。いずれの調査も「職場の環
境が自己効力感に作用する」ことを示唆しているにすぎ
ず、本稿の関心事である「職場における、誰からのどの
ような支援と量」が従業員の自己効力感に作用するのか
といった調査は皆無である。
ここまで、働く個人のパフォーマンスや、職務満足な
ど「働きがい」につながる各項目は自己効力感の影響を
受けること、職場における自己効力感の効果について概
観することで、従業員の自己効力感を高める必要性があ
ることを確認した。そのうえで、職場の環境および職場
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における他者との関わりが自己効力感に作用する事例
のレビューを行った。しかしながら職場における「誰の、
どのような支援と量」が自己効力感に作用するのかにつ
いての研究を見つけることはできなかった。このことか
ら、職場におけるサポート・ネットワーク（誰のどのよ
うな支援と量）の特性が自己効力感に作用するのかにつ
いての検証が必要であると考える。この点については、
教育機関を対象とした研究から示唆を得ることとした
い。

4. 職場を超えたソーシャルサポートの可能性 
－教育機関での研究群からの示唆－

4.1. 教育機関における自己効力感の効果について
若者への自己効力感の影響を考えるにあたって、教育
的なパフォーマンスへの影響は、職場での学習や成長を
検討する上でおおいに参考になると考える。大学を中心
とした教育機関において、学生・生徒の自己効力感とパ
フォーマンスとの関連があることを示した研究は数多
く存在する。本節では 4つの事例をレビューする。
はじめに、井上・加藤（2015）は教育学部の大学生
85 名を対象に、学習方略尺度、学習動機尺度、自己効
力感尺度を用いて、学生の自己効力感と学習方略（学習
の進め方）との関連について調査している。その研究で
は、特性的自己効力感と学習方略の間には強い相関が見
られ、教員が学生の自己効力感を高めるような学習活動
が必要であると結んでいる。
次に、三宅（2008）は、心理学科の大学生 45 名に、
進路選択自己効力感、特性的自己効力感、社会的スキル
について質問紙調査を行い、進路選択に対する自己効力
感と社会的スキルの関連を調査している。その結果、高
い自己効力感は、社会的スキルを認知することと相関が
見られたことを報告している。
自己効力感の学習効果を検証した事例は高等教育の
みにとどまらない。小島 , 柴山（2007）は、新潟市内の
小学生計 556名を対象に自己効力感と学習意欲の関連を
質問紙を用いて調査を行った。その結果は、自己効力感
の高い児童ほど学習意欲や知的好奇心を強く持ち、自発
的、自律的に根気強く学習に取り組んでいることを示唆
するものであり、自己効力感と学習意欲との間には強い
関連があることを確認している。また、女子学生のダイ
エット行動と自己効力感という、学生を対象としながら

も、学習効果とは異なる効果を調査した研究もある。溝
口他（2000）は女子看護学生 203 名を対象にダイエット
行動に影響をおよぼす要因の調査を行い、緩やかなダイ
エット行動（無理をしないの意）への要因として自己効
力感への影響があることを報告している。
このように、教育機関においても、児童・学生の自己
効力感の高低が学業や学習意欲などのパフォーマンス
に影響を与えることがあきらかにされている。これらか
らは自己効力感が個人の行動の変容に作用したことが
考えられ、職場における学習、成長、業績を検討するう
えでも大いに参考になることと考えられる。次節では教
育機関における、ソーシャル・サポートを中心とした他
者からの支援が自己効力感に作用した事例を概観する。

4.2. 教育機関における他者からの支援と自己効力感
ソーシャル・サポートを中心とした他者からの支援が
自己効力感へ作用した事例を調査した教育現場での研
究は、進路支援やストレス耐性に焦点を当てたものが存
在する。本節では大学を中心とした教育機関での調査事
例を概観する。
今林（1995）は、鹿児島県内の大学生 350 名を対象に、

自己効力感とソーシャル・サポートの認知が、ストレス
反応にどのように作用するのかについて調査した。結果
は、男女ともに、ソーシャル・サポートを受けていると
いう認知が低く、自己効力感も低く認知している層は、
高く認知している者よりもストレス反応が高まるとい
うものだった。また、甘利・馬岡（2000）は東京都の女
子学生 193 名を対象にソーシャル・サポートが自己効力
感にどのように作用するかについて調査した結果、ソー
シャル・サポートは自己効力感の「行動の積極性」に対
して正の影響をおよぼすことを報告している。
上記 2つの事例からも、ソーシャル・サポートを受け
ていると認知している層は自己効力感が高くなる傾向
にあることを示している。しかし今林（1995）、甘利・
馬岡（2000）においては、大学生が認知するソーシャル・
サポートが自己効力感に正の影響を及ぼしていたが、そ
の認知されたサポートは「誰からのサポート」であるの
かは明示されていない。
「誰からの、サポート・助言」が自己効力感に影響を
与えているのかについての調査は、就職活動および進路
への意思決定、看護実習など場面を限定した調査におい
て報告されている。
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例えば、富永（2000）は、就職活動を終えた女子学生
145 名を対象に、進路選択過程に影響を及ぼした要因に
関する質問項目として、「代理体験」と「言語的説得」
を用いて調査しているが、「先輩」の生き方モデルと助
言が、自己効力感を高める要因として有効であることを
示していた。また、風間・山下（2016）は、就職活動を
目前に控えた女子学生 90 名について、自己効力感と身
近なソーシャル・サポート源が、進路決定の際の確信度
と柔軟性にどのように影響を及ぼしているかを調査し
ている。その結果は、自己効力感は進路決定の確信度を
高めるというものだった。この研究では、1）教員の情
緒的サポートは進路決定の確信度を高めるが、柔軟性を
低下させる。一方、就職課員による情緒的サポートは確
信度を低下させるものの柔軟性を高める。2）社会人の
情緒的サポートは確信度を高め、親しい異性の道具的サ
ポートは柔軟性を低下させるというものだった。また、
中本他（2017）では、看護学生 86 名に対し、看護実習
中に受けた、「誰からのどのような支援の内容」が、学
生の自己効力感に影響をしたのかについて調査してお
り、実習においては教員よりも看護師から受けた効果的
な指導が学生の自己効力感を高めることをあきらかに
している。
このように教育機関における調査では、「誰からの、
どのようなサポート」が自己効力感の向上をもたらし、
自己効力感が効果的に作用したのかについての報告事
例が少ないながらも存在している。教育機関における調
査では、就職活動や看護実習など、場面を限定しており、
「誰からの支援であったのか」についての調査が行いや
すいことが要因と考えられる。
一般企業において、詳細な場面を限定して、例えば営
業活動における一場面や伝票の処理作業などにおいて
他者からの支援が自己効力感にどのように作用したの
か、などを調査することは限定的すぎて現実的ではな
い。一般企業における調査においては職務全体に対して
個人がどのように知覚するのかについて調査を行うこ
とが現実的であろう。

5. まとめと今後の課題

本稿では「自己効力感の効果」「ソーシャル・サポー
トが自己効力感に影響した事例」「誰の、どのような支
援が自己効力感に作用したのか」について調査を行って

きた。まず、職場・教育機関のいずれにおいても、自己
効力感の効果を示した事例を見つけられた。しかし、「誰
の、どのような支援が自己効力感の向上に影響するの
か」を検証した事例に関しては、教育機関における研究
においては、ソーシャル・サポートが自己効力感に作用
したことを示す報告があったが、一般企業を中心とした
職場においては一つも示されていない。これは、教育機
関においては、就職活動を中心とした「進路選択」など
に場面を特定し、「誰の支援が」という比較的調査しや
すい項目を扱っていたことが要因として考えられる。ま
た、職場においては、自己効力感の組織的マネジメント
の必要性が謳われながらながらも、「他者からの支援と
自己効力感」に関する研究が進んでいないことが確認で
きた。
高い自己効力感は、従業員を動機づけ、仕事上の能力
の獲得にも作用するだけでなく、離職行動にも影響する
ことなどの理由から、組織として、従業員の自己効力感
を高めることの必要性がうたわれていることが確認す
ることができた。このことから、従業員の自己効力感を
高めることは、「働きがいのある職場環境を目指すこと」
への政策的な含意がある。また、筆者が、個人の自己効
力感を高めるための緒として着目している、「職場にお
ける他者からの支援」が自己効力感に影響し、業績に結
びつく可能性を見出すこともできた。このことは、自己
効力感研究のみならず、人的資源分野における人材マネ
ジメントに対しての貢献も期待できる。
本稿の最後に、ソーシャル・サポートとその効果、と
りわけ本稿で焦点をあてたソーシャル・サポートと自己
効力感に関連する今後の研究の課題を挙げておきたい。
それは、久田（1987）及び小野（2011）が指摘してい
る「ネットワークの問題」である。本稿で概観した研究
では、一般企業を中心とした職場において、「どのよう
な他者の、どのようなサポートと量」が自己効力感に作
用するのかについて検証した事例は見つけられなかっ
た。今後は、「職場における、誰からのどのような支援
とその量」が自己効力感に作用するのかについて検証す
る必要がある。これは、久田（1987）及び小野（2011）
が指摘したように「ネットワーク分析」の手法を用いて
検証を行うことで「誰からの、どのような支援と量」の
調査が可能であると考える。その際、「支援を受けうる
ネットワーク」項目として、中原（2010）で抽出された
3つの因子を用いてネットワーク分析を行うことを検討
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する。
しかし、他者といっても、職場においてはその範囲は
広い。社内で親密にする同僚、親密というわけではない
が、業務上のアドバイスをくれる上司、また、取引先な
ど社外の他者ではありながら、一個人にとっては有益な
他者も存在するだろう。また、全く利害関係が無く、親
密とはいえない他者から業務上のヒントや精神的な安
定を得られる可能性も考えられる。「どのような他者」
の「どのような支援」が、自己効力感の高低に作用し、
どのような効果があるのかについて検証していくこと
は、人的資源管理における人材マネジメント分野に対し
ても新規性のある知見を提供することができると考え
る。
今後は、上記で述べた課題のように、「組織の持つ、
あるいは組織の中の個人の人的ネットワークの特性が
どのように自己効力感に作用するのか」を研究課題とし
て、調査を継続していく。

注
1 この調査では、「上司とのコミュニケーション不足は精神的
健康度に悪影響を及ぼす（pp261-270）」と結論づけている。
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